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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　メタクリル系樹脂（Ａ）と、ポリカーボネート（Ｂ）と、
を、含有する熱可塑性樹脂組成物（ポリアクリロニトリルを含むグラフト共重合体を含有
する熱可塑性樹脂組成物を除く。）であって、
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）は、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）
測定による重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＭＭＡ））が２０，０００～５０，０００であり、
メタクリル酸エステル単量体単位：８０～１００質量％と、当該メタクリル酸エステル単
量体に共重合可能な少なくとも１種の他のビニル単量体単位：０～２０質量％とからなる
メタクリル系樹脂であり、
　前記ポリカーボネート（Ｂ）のＧＰＣ測定による重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＣ））と、
前記メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＭＭＡ））との比が、
１．０≦Ｍｗ（ＰＣ）／Ｍｗ（ＰＭＭＡ）≦４．０であり、
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）と、前記ポリカーボネート（Ｂ）との配合比率（質量比率
）が、メタクリル系樹脂（Ａ）：ポリカーボネート（Ｂ）＝５：９５～４９：５１である
、
熱可塑性樹脂組成物。
【請求項２】
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）は、芳香族環を含有しないメタクリル酸エステル単量体単
位：８０～１００質量％と、当該メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な少なくとも
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１種の他のビニル単量体単位：０～２０質量％とからなるメタクリル系樹脂である、請求
項１に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項３】
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）は、メタクリル酸エステル単量体単位：８０～１００質量
％と、当該メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な少なくとも１種の芳香族環を含有
しない他のビニル単量体単位：０～２０質量％とからなるメタクリル系樹脂である、請求
項１に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項４】
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）は、芳香族環を含有しないメタクリル酸エステル単量体単
位：８０～１００質量％と、当該メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な少なくとも
１種の芳香族環を含有しない他のビニル単量体単位：０～２０質量％とからなるメタクリ
ル系樹脂である、請求項１に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項５】
　熱可塑性樹脂組成物の、２３０℃、３．８ｋｇ荷重でのメルトフローレート（ＭＦＲ）
の値が、５．０ｇ／１０ｍｉｎ以上である、請求項１乃至４のいずれか一項に記載の熱可
塑性樹脂組成物。
【請求項６】
　ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）測定による重量平均分子量（Ｍｗ
（ＰＭＭＡ））が２０，０００～５０，０００であり、メタクリル酸エステル単量体単位
：８０～１００質量％と、当該メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な少なくとも１
種の他のビニル単量体単位：０～２０質量％とからなるメタクリル系樹脂（Ａ）と、
　ポリカーボネート（Ｂ）と、
を、
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）と、前記ポリカーボネート（Ｂ）との配合比率（質量比率
）が、メタクリル系樹脂（Ａ）：ポリカーボネート（Ｂ）＝５：９５～４９：５１として
混練する工程を有し、
　前記ポリカーボネート（Ｂ）のＧＰＣ測定による重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＣ））と、
前記メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＭＭＡ））との比が、
１．０≦Ｍｗ（ＰＣ）／Ｍｗ（ＰＭＭＡ）≦４．０である、
　熱可塑性樹脂組成物（ポリアクリロニトリルを含むグラフト共重合体を含有する熱可塑
性樹脂組成物を除く。）の製造方法。
【請求項７】
　請求項１乃至５のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物を含む成形体。
【請求項８】
　押出シートである請求項７に記載の成形体。
【請求項９】
　車両用部材である請求項７に記載の成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱可塑性樹脂組成物、その製造方法、及び成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、ポリカーボネートは、機械強度、耐熱性、電気特性、寸法安定性、難燃性、
及び透明性等に優れているため、電気電子・ＯＡ機器、光メディア、自動車部品、建築部
材等の材料として広く使用されている。
【０００３】
　一方において、芳香族ジヒドロキシ化合物としてビスフェノールＡを用いて製造される
ポリカーボネートの成形品は、用途によっては、未だ表面硬度が充分ではない場合がある
。例えば、自動車ヘッドランプ、メガネレンズ、又はシート等のように、屋外で使用され
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ることを想定すると、ポリカーボネートの成形品は表面硬度が不充分であるため、例えば
表面にハードコート層を設けることにより表面の硬度を補っている。
【０００４】
　しかしながら、前記ハードコート層は、ポリカーボネートの成形後に、塗装等により設
ける必要があるため、成形工程数が増加してコスト高を招来したり、用途に応じた充分な
表面硬度が得られなかったり、透明性を損ねたりする場合があるという問題を有している
。
　また、一般的にポリカーボネートは、成形流動性が悪い上、高温条件下での成形加工を
必要とするため、成形サイクルが長くなり、製造コストが高くなる傾向にある。
【０００５】
　かかる事情に鑑み、ポリカーボネートの表面硬度及び成形流動性を向上させる方法とし
て、特定の分子量のアクリル樹脂を配合し、表面硬度と流動性を付与する方法が提案され
ている（例えば、特許文献１参照）。
　また、アクリル樹脂とポリカーボネートとの相容性向上のため、特定の分子量を有する
ポリメチルメタクリレートと、ポリ芳香族（メタ）アクリレートとを配合し、ポリカーボ
ネートの表面硬度と透明性を向上させる方法の提案もなされている（例えば、特許文献２
参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開昭６２－１３１０５６号公報
【特許文献２】特開２０１０－１３６０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特許文献１に記載されている技術においては、流動性は改良されるもの
の、配合されているポリメチルメタクリレート（アクリル樹脂）の分子量が適当でなく、
充分な表面硬度と透明性、及び耐熱性と耐衝撃性のバランスをとることが困難であるとい
う問題を有している。
　また、特許文献２に記載されている技術においては、耐熱性や流動性に関しては検討が
なされておらず、相溶性向上のために配合しているポリ芳香族（メタ）アクリレートが高
分子量のため、良好な流動性が得られないという問題を有している。
　従って、ポリカーボネート本来の耐衝撃性、耐熱性及び難燃性を有し、かつ流動性が良
好で、アクリル樹脂の有する高い表面硬度と透明性を併せ持った、より高い物性バランス
を有する材料が切望されている。
【０００８】
　そこで本発明においては、高い表面硬度及び透明性を有し、さらには良好な流動性、耐
衝撃性、耐熱性、難燃性を併せ持ち、かつこれらの特性バランスに優れた熱可塑性樹脂組
成物、その製造方法、及びこれを用いた成形体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは上記課題を解決すべく鋭意研究を重ねた結果、驚くべきことに特定の重量
平均分子量を有するメタクリル系樹脂がポリカーボネートと高レベルで相容することを見
出し、本発明を完成するに至った。
　すなわち、本発明は以下の通りである。
【００１０】
〔１〕
　メタクリル系樹脂（Ａ）と、ポリカーボネート（Ｂ）と、
を、含有する熱可塑性樹脂組成物（ポリアクリロニトリルを含むグラフト共重合体を含有
する熱可塑性樹脂組成物を除く。）であって、
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　前記メタクリル系樹脂（Ａ）は、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）
測定による重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＭＭＡ））が２０，０００～５０，０００であり、
メタクリル酸エステル単量体単位：８０～１００質量％と、当該メタクリル酸エステル単
量体に共重合可能な少なくとも１種の他のビニル単量体単位：０～２０質量％とからなる
メタクリル系樹脂であり、
　前記ポリカーボネート（Ｂ）のＧＰＣ測定による重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＣ））と、
前記メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＭＭＡ））との比が、
１．０≦Ｍｗ（ＰＣ）／Ｍｗ（ＰＭＭＡ）≦４．０であり、
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）と、前記ポリカーボネート（Ｂ）との配合比率（質量比率
）が、メタクリル系樹脂（Ａ）：ポリカーボネート（Ｂ）＝５：９５～４９：５１である
、熱可塑性樹脂組成物。
〔２〕
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）は、芳香族環を含有しないメタクリル酸エステル単量体単
位：８０～１００質量％と、当該メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な少なくとも
１種の他のビニル単量体単位：０～２０質量％とからなるメタクリル系樹脂である、前記
〔１〕に記載の熱可塑性樹脂組成物。
〔３〕
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）は、メタクリル酸エステル単量体単位：８０～１００質量
％と、当該メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な少なくとも１種の芳香族環を含有
しない他のビニル単量体単位：０～２０質量％とからなるメタクリル系樹脂である、前記
〔１〕に記載の熱可塑性樹脂組成物。
〔４〕
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）は、芳香族環を含有しないメタクリル酸エステル単量体単
位：８０～１００質量％と、当該メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な少なくとも
１種の芳香族環を含有しない他のビニル単量体単位：０～２０質量％とからなるメタクリ
ル系樹脂である、前記〔１〕に記載の熱可塑性樹脂組成物。
〔５〕
　熱可塑性樹脂組成物の、２３０℃、３．８ｋｇ荷重でのメルトフローレート（ＭＦＲ）
の値が、５．０ｇ／１０ｍｉｎ以上である、前記〔１〕乃至〔４〕のいずれか一に記載の
熱可塑性樹脂組成物。
〔６〕
　ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）測定による重量平均分子量（Ｍｗ
（ＰＭＭＡ））が２０，０００～５０，０００であり、メタクリル酸エステル単量体単位
：８０～１００質量％と、当該メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な少なくとも１
種の他のビニル単量体単位：０～２０質量％とからなるメタクリル系樹脂（Ａ）と、
　ポリカーボネート（Ｂ）と、
を、
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）と、前記ポリカーボネート（Ｂ）との配合比率（質量比率
）が、メタクリル系樹脂（Ａ）：ポリカーボネート（Ｂ）＝５：９５～４９：５１として
混練する工程を有し、
　前記ポリカーボネート（Ｂ）のＧＰＣ測定による重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＣ））と、
前記メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＭＭＡ））との比が、
１．０≦Ｍｗ（ＰＣ）／Ｍｗ（ＰＭＭＡ）≦４．０である、
　熱可塑性樹脂組成物（ポリアクリロニトリルを含むグラフト共重合体を含有する熱可塑
性樹脂組成物を除く。）の製造方法。
〔７〕
　前記〔１〕乃至〔５〕のいずれか一に記載の熱可塑性樹脂組成物を含む成形体。
〔８〕
　押出シートである前記〔７〕に記載の成形体。
〔９〕
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　車両用部材である前記〔７〕に記載の成形体。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、高い表面硬度及び透明性を有し、良好な流動性、耐衝撃性、耐熱性、
及び難燃性を併せ持ち、かつこれらの特性バランスに優れた熱可塑性樹脂組成物、及びこ
れを用いた成形体を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明を実施するための形態（以下、「本実施形態」と言う。）について、詳細
に説明する。以下の本実施形態は、本発明を説明するための例示であり、本発明を以下の
内容に限定する趣旨ではない。本発明は、その要旨の範囲内で適宜変形して実施できる。
　なお、本明細書において、重合前のモノマー成分のことを「～単量体」といい、「単量
体」を省略することもある。
　また、重合体を構成する構成単位のことを「～単量体単位」といい、単に「～単位」と
表記することもある。
【００１３】
〔熱可塑性樹脂組成物〕
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物は、
　メタクリル系樹脂（Ａ）と、ポリカーボネート（Ｂ）とを含有し、
　前記メタクリル系樹脂（Ａ）は、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）
測定による重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＭＭＡ））が２０，０００～５０，０００であり、
メタクリル酸エステル単量体単位：８０～１００質量％と、当該メタクリル酸エステル単
量体に共重合可能な少なくとも１種の他のビニル単量体単位：０～２０質量％とからなる
メタクリル系樹脂（Ａ）である、熱可塑性樹脂組成物である。
【００１４】
（メタクリル系樹脂（Ａ））
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物に含有されているメタクリル系樹脂（Ａ）は、メタク
リル酸エステル単量体単位：８０～１００質量％と、前記メタクリル酸エステル単量体に
共重合可能な、少なくとも１種の他のビニル単量体単位：０～２０質量％とを含む。
【００１５】
＜メタクリル酸エステル単量体＞
　メタクリル系樹脂（Ａ）を構成するメタクリル酸エステル単量体としては、本発明の効
果を達成できるものであれば特に限定されないが、好ましい例としては、下記一般式（１
）で示される単量体が挙げられる。
【００１６】
【化１】

【００１７】
　前記一般式（１）中、Ｒ1はメチル基を表す。
　また、Ｒ2は炭素原子が１～１８個からなる炭化水素基であって、炭素上の水素原子が
水酸基やハロゲン基によって置換されていてもよい。
　メタクリル酸エステル単量体としては、以下に限定されるものではないが、例えば、メ
タクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸イソプロ
ピル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸シクロヘキシル、メ
タクリル酸フェニル、メタクリル酸（２－エチルヘキシル）、メタクリル酸（ｔ－ブチル
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シクロヘキシル）、メタクリル酸ベンジル、メタクリル酸（２，２，２－トリフルオロエ
チル）等が挙げられる。ポリカーボネート（Ｂ）を含む本実施形態の熱可塑性樹脂組成物
の表面硬度、耐熱性及び難燃性の観点より、メタクリル酸エステル単量体は、例えばメタ
クリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸イソプロピ
ル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸イソブチル等の芳香族環を有さない構造を有する
ものが好ましく、メタクリル酸メチルがより好ましい。
　上記メタクリル酸エステル単量体は、一種のみを単独で用いてもよく、二種以上を組み
合わせて用いてもよい。
【００１８】
＜メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な他のビニル単量体＞
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物に含まれるメタクリル系樹脂（Ａ）を構成する、上述
したメタクリル酸エステル単量体に共重合可能な他のビニル単量体としては、本発明の効
果を達成できるものであれば特に限定されないが、好ましい例としては、下記一般式（２
）で表されるアクリル酸エステル単量体が挙げられる。
【００１９】
【化２】

【００２０】
　前記一般式（２）中、Ｒ3は水素原子である。
　また、Ｒ4は炭素原子が１～１８個からなる炭化水素基であって、炭素上の水素原子が
水酸基やハロゲン基によって置換されていてもよい。
　前記一般式（２）で表されるアクリル酸エステル単量体としては、以下に限定されるも
のではないが、例えば、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、ア
クリル酸イソプロピル、アクリル酸ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸シクロヘ
キシル、アクリル酸フェニル、アクリル酸（２－エチルヘキシル）、アクリル酸（ｔ－ブ
チルシクロヘキシル）、アクリル酸ベンジル、アクリル酸（２，２，２－トリフルオロエ
チル）等が挙げられる。ポリカーボネート（Ｂ）を含む本実施形態の熱可塑性樹脂組成物
の表面硬度、耐熱性及び難燃性の観点より、前記一般式（２）で表されるアクリル酸エス
テル単量体としては、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アク
リル酸イソプロピル、アクリル酸ブチル、アクリル酸イソブチル等の芳香族環を有さない
構造が好ましく、アクリル酸メチルがより好ましい。
【００２１】
　また、前記メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な、前記一般式（２）のアクリル
酸エステル単量体以外の他のビニル単量体としては、以下の例に限定されるものではない
が、例えば、アクリル酸やメタクリル酸等のα，β－不飽和酸；マレイン酸、フマル酸、
イタコン酸、桂皮酸等の不飽和基含有二価カルボン酸及びそれらのアルキルエステル；ス
チレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、２，４－ジメ
チルスチレン、２，５－ジメチルスチレン、３，４－ジメチルスチレン、３，５－ジメチ
ルスチレン、ｐ－エチルスチレン、ｍ－エチルスチレン、о－エチルスチレン、ｐ－ｔｅ
ｒｔ－ブチルスチレン、イソプロペニルベンセン（α－メチルスチレン）等のスチレン系
単量体；１－ビニルナフタレン、２－ビニルナフタレン、１，１－ジフェニルエチレン、
イソプロペニルトルエン、イソプロペニルエチルベンゼン、イソプロペニルプロピルベン
ゼン、イソプロペニルブチルベンゼン、イソプロペニルペンチルベンゼン、イソプロペニ
ルヘキシルベンゼン、イソプロペニルオクチルベンゼン等の芳香族ビニル化合物；アクリ
ロニトリル、メタクリロニトリル等のシアン化ビニル化合物；無水マレイン酸、無水イタ
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コン酸等の不飽和カルボン酸無水物類；マレイミドや、Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－エチ
ルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド等のＮ－置換マ
レイミド等；アクリルアミド、メタクリルアミド等のアミド類；エチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート等の
エチレングリコール又はそのオリゴマーの両末端水酸基をアクリル酸又はメタクリル酸で
エステル化したもの；ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ジ（メタ）アク
リレート等の２価のアルコールの水酸基をアクリル酸又はメタクリル酸でエステル化した
もの；トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール等の多価アルコール誘導体をアク
リル酸又はメタクリル酸でエステル化したもの；ジビニルベンゼン等の多官能モノマー等
が挙げられる。
【００２２】
　なお、上述したメタクリル酸エステル単量体に共重合可能な、前記一般式（２）のアク
リル酸エステル単量体以外の他のビニル単量体は、本実施形態の熱可塑性樹脂組成物の成
形体の表面硬度の観点から、芳香族環を有する化合物よりも、芳香族環を有しない化合物
の方が好ましい。
　上記メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な、前記一般式（２）のアクリル酸エス
テル単量体や、前記一般式（２）のアクリル酸エステル単量体以外のビニル系単量体は、
一種のみを単独で用いてもよく、二種以上を組み合わせて用いてもよい。
　メタクリル系樹脂（Ａ）は、特に、本実施形態の熱可塑性樹脂組成物の表面硬度、耐熱
性、及び難燃性の観点から、芳香族環を含有しないメタクリル酸エステル単量体単位８０
～１００質量％と、当該メタクリル酸エステル単量体に共重合可能な少なくとも１種の芳
香族環を含有しない他のビニル単量体単位０～２０質量％からなるメタクリル系樹脂であ
ることが好ましい。
【００２３】
　メタクリル系樹脂（Ａ）を構成する、上述したメタクリル酸エステル単量体に共重合可
能な他のビニル単量体単位の含有量は、メタクリル系樹脂（Ａ）中の０～２０質量％であ
る。
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物の流動性及び耐熱性の観点から、０質量％以上必要で
ある。また、耐熱性を高めるためには２０質量％以下である必要がある。
　好ましくは１．０～１５質量％であり、より好ましくは１．５～１２質量％であり、さ
らに好ましくは２．０～１０質量％である。
【００２４】
　メタクリル系樹脂（Ａ）においては、本実施形態の熱可塑性樹脂組成物の耐熱性、加工
性等の特性を向上させる観点から、上記において例示したビニル単量体以外の、メタクリ
ル酸エステル単量体に共重合可能なビニル系単量体を適宜添加して共重合させてもよい。
　なお、前記メタクリル酸エステル単量体単位と、メタクリル酸エステルに共重合可能な
ビニル単量体単位の合計が１００質量％であるものとする。
【００２５】
（メタクリル系樹脂（Ａ）の特性）
＜メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量、分子量分布＞
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物に含まれるメタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量
及び分子量分布について説明する。
　メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ）、及び当該重量平均分子量（Ｍｗ）
と数平均分子量（Ｍｎ）との比である分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は、ＧＰＣ（ゲルパーミ
エーションクロマトグラフィー）を用いて、ポリメタクリル酸メチル換算によって求める
ことができる。
　具体的には、重量平均分子量は、後述する実施例に記載された方法により測定できる。
　なお、数平均分子量も重量平均分子量と同様の方法で求めることができ、これらにより
分子量分布を算出することができる。
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【００２６】
　メタクリル系樹脂（Ａ）の、ＧＰＣにより測定した重量平均分子量（Ｍｗ）は、は２０
，０００以上５０，０００以下であり、好ましくは２０，０００以上４０，０００であり
、より好ましくは２２，０００以上３５，０００である。
　メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量が５０，０００以下であると、後述するポリ
カーボネート（Ｂ）との相容性が向上し、本実施形態の熱可塑性樹脂組成物において、良
好な流動性が得られる。
　また、メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量が２０，０００以上であると、本実施
形態の熱可塑性樹脂組成物の成形体の表面硬度が良好となり、衝撃強度及び耐熱性のバラ
ンスが良好となる。
　メタクリル系樹脂（Ａ）の分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）の範囲については、１．６～４．
０であることが好ましい。より好ましくは１．７～３．７であり、さらに好ましくは１．
８～３．５である。
　メタクリル系樹脂（Ａ）の分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が１．６以上４．０以下であると
、本実施形態の熱可塑性樹脂組成物の流動性及び機械物性が良好となる傾向にある。
【００２７】
（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造方法）
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物を構成するメタクリル系樹脂（Ａ）は、塊状重合、溶
液重合、懸濁重合法、又は乳化重合法のいずれかの方法により重合でき、好ましくは、塊
状重合、溶液重合及び懸濁重合法であり、より好ましくは懸濁重合法である。
　重合温度は、重合方法に応じて適宜最適の重合温度を選択すればよいが、好ましくは５
０℃以上１００℃以下であり、より好ましくは６０℃以上９０℃以下である。
【００２８】
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物を構成するメタクリル系樹脂（Ａ）を製造する際には
、重合開始剤を用いてもよい。
　重合開始剤としては、ラジカル重合を行う場合は、以下に限定されるものではないが、
例えば、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、ラウロイルパーオキサイド、ステアリルパーオ
キサイド、ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシネオデカネート、ｔ－ブチ
ルパーオキシピバレート、ジラウロイルパーオキサイド、ジクミルパーオキサイド、ｔ－
ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）
－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）シク
ロヘキサン等の有機過酸化物や、アゾビスイソブチロニトリル、アゾビスイソバレロニト
リル、１，１－アゾビス（１－シクロヘキサンカルボニトリル）、２,２'－アゾビス－４
－メトキシ－２，４－アゾビスイソブチロニトリル、２，２'－アゾビス－２，４－ジメ
チルバレロニトリル、２，２'－アゾビス－２－メチルブチロニトリル等のアゾ系の一般
的なラジカル重合開始剤を挙げることができる。
　これらは一種のみを単独で用いてもよく、二種類以上を併用してもよい。
【００２９】
　上記のラジカル重合開始剤と適当な還元剤とを組み合わせてレドックス系開始剤として
用いてもよい。
　これらのラジカル重合開始剤及び／又はレドックス系開始剤は、メタクリル系樹脂（Ａ
）の重合の際に使用する全単量体の総量１００質量部に対して、０～１質量部の範囲で用
いるのが一般的であり、重合を行う温度と重合開始剤の半減期を考慮して適宜選択するこ
とができる。
【００３０】
　メタクリル系樹脂（Ａ）の重合方法として、塊状重合法やキャスト重合法、懸濁重合法
を選択する場合には、メタクリル系樹脂（Ａ）の着色を防止する等の観点から、過酸化系
重合開始剤を用いて重合することが好ましい。
　前記過酸化系重合開始剤としては、以下に限定されるものではないが、例えば、ラウロ
イルパーオキサイド、デカノイルパーオキサイド、及びｔ－ブチルパーオキシ－２－エチ
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ルヘキサノエート等が挙げられ、ラウロイルパーオキサイドがより好ましい。
【００３１】
　また、メタクリル系樹脂（Ａ）を重合する際に、９０℃以上の高温下で溶液重合法によ
り重合を行う場合には、１０時間半減期温度が８０℃以上で、かつ用いる有機溶媒に可溶
である過酸化物、アゾビス開始剤等を重合開始剤として用いることが好ましい。
　前記過酸化物、アゾビス開始剤としては、以下に限定されるものではないが、例えば、
１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、シク
ロヘキサンパーオキシド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ベンゾイルパーオキシ）ヘキ
サン、１，１－アゾビス（１－シクロヘキサンカルボニトリル）、２－（カルバモイルア
ゾ）イソブチロニトリル等が挙げられる。
【００３２】
　本実施形態のメタクリル系樹脂組成物を構成するメタクリル系樹脂（Ａ）は、重量平均
分子量（Ｍｗ）が２０，０００～５０，０００である。メタクリル系樹脂（Ａ）を製造す
る際には、メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ）を、２０，０００～５０，
０００の範囲であれば、本発明の目的を損わない範囲で制御してもよい。
　メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量を制御する方法としては、以下に限定される
ものではないが、例えば、アルキルメルカプタン類、ジメチルアセトアミド、ジメチルホ
ルムアミド、トリエチルアミン等の連鎖移動剤、ジチオカルバメート類、トリフェニルメ
チルアゾベンゼン、テトラフェニルエタン誘導体等のイニファータ等を用いることによっ
て重量平均分子量の制御を行う方法が挙げられる。また、これらの添加量を調整すること
により、重量平均分子量を調整することも可能である。
　前記連鎖移動剤としては、取扱性や安定性の観点から、アルキルメルカプタン類が好適
に用いられ、前記アルキルメルカプタン類としては、以下に限定されるものではないが、
例えば、ｎ－ブチルメルカプタン、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－ドデシルメルカプタ
ン、ｔ－ドデシルメルカプタン、ｎ－テトラデシルメルカプタン、ｎ－オクタデシルメル
カプタン、２－エチルヘキシルチオグリコレート、エチレングリコールジチオグリコレー
ト、トリメチロールプロパントリス（チオグリコート）、ペンタエリスリトールテトラキ
ス（チオグリコレート）等が挙げられる。
　これらは、目的とするメタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量に応じて適宜添加する
ことができるが、一般的にはメタクリル系樹脂（Ａ）の重合の際に使用する全単量体の総
量１００質量部に対して０．０１質量部～５質量部の範囲で用いられる。
【００３３】
　また、その他の重量平均分子量の制御方法としては、重合方法を変える方法、重合開始
剤、上述した連鎖移動剤やイニファータ等の量を調整する方法、重合温度等の各種重合条
件を変更する方法等が挙げられる。
　これらの重量平均分子量の制御方法は、一種の方法のみを用いてもよく、二種以上の方
法を併用してもよい。
【００３４】
（ポリカーボネート（Ｂ））
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物は、ポリカーボネート（Ｂ）を含有する。
　ポリカーボネート（Ｂ）は、公知の方法によって製造することができる。
　例えば、所定の触媒及び分子量調節剤の存在下で、二価フェノール系化合物とホスゲン
とを反応させて製造することができる。
　また、二価フェノール系化合物及びジフェニルカーボネート等のカーボネート前駆体の
エステル交換を利用して製造することもできる。
【００３５】
　前記二価フェノール系化合物としては、ビスフェノール系化合物を用いることができ、
２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン（ビスフェノールＡ）が好ましく用い
られる。
　ビスフェノールＡは、部分的又は全体的に他種の二価フェノールに変わってもよい。ビ



(10) JP 6570371 B2 2019.9.4

10

20

30

40

50

スフェノールＡ以外の二価フェノールとしては、以下に限定されるものではないが、例え
ば、ハイドロキノン、４，４’－ジヒドロキシジフェニル、ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、２，２－ビス（
３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェニル
）スルフィド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）スルホキシド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ケトン、ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）エーテル等が挙げられ、２，２－ビス（３，５－ジブロモ－４－ヒドロキシフェニ
ル）プロパン等のハロゲン化ビスフェノール等も挙げられる。
【００３６】
　さらに、ポリカーボネート（Ｂ）としては、単一重合体や、２種以上の二価フェノール
の共重合体又はこれらの混合物を用いることができる。
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物に用いるポリカーボネートとしては、以下に限定され
るものではないが、例えば、線状ポリカーボネート、分岐型ポリカーボネート又はポリエ
ステルカーボネート共重合体等が挙げられる。
　前記線状ポリカーボネートとしては、以下に限定されるものではないが、例えば、ビス
フェノールＡ系ポリカーボネート等が挙げられる。
　前記分岐型ポリカーボネートとしては、以下に限定されるものではないが、例えば、ト
リメリット酸無水物、トリメリット酸等の多官能性芳香族化合物を二価フェノール系化合
物及びカーボネート前駆体と反応させたものが挙げられる。
　前記ポリエステルカーボネート共重合体としては、以下に限定されるものではないが、
例えば、二官能性カルボン酸を二価フェノール系化合物及びカーボネート前駆体と反応さ
せたものが挙げられる。
　線状ポリカーボネート、分岐型ポリカーボネート及びポリエステルカーボネート共重合
体は、１種のみを単独で用いてもよく、２種以上混合して用いてもよい。
【００３７】
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物に含まれるポリカーボネート（Ｂ）の重量平均分子量
（Ｍｗ（ＰＣ））は、１０，０００～７０，０００が好ましく、１５，０００～６０，０
００がより好ましく、２０，０００～５０，０００がさらに好ましい。
　ポリカーボネート（Ｂ）の重量平均分子量が１０，０００以上であると、本実施形態の
熱可塑性樹脂組成物において優れた衝撃強度が得られ、７０，０００以下であると、本実
施形態の熱可塑性樹脂組成物の流動性が良好となる傾向にある。
【００３８】
（Ｍｗ（ＰＣ）／Ｍｗ（ＰＭＭＡ））
　また、ポリカーボネート（Ｂ）のＧＰＣ測定による重量平均分子量Ｍｗ（ＰＣ）と、メ
タクリル系樹脂（Ａ）のＧＰＣ測定による重量平均分子量Ｍｗ（ＰＭＭＡ）の比は１．０
≦Ｍｗ（ＰＣ）／Ｍｗ（ＰＭＭＡ）≦４．０であることが好ましい。
　Ｍｗ（ＰＣ）／Ｍｗ（ＰＭＭＡ）が１．０～４．０であることより、本実施形態の熱可
塑性樹脂組成物の透明性が良好となる傾向にある。より好ましくは、１．０～３．０であ
り、さらに好ましくは１．０～２．５であり、さらにより好ましくは１．０～２．２であ
り、よりさらに好ましくは１．０～２．０である。
【００３９】
＜Ｍｗ（ＰＭＭＡ）、Ｍｗ（ＰＣ）の解析方法＞
　前記Ｍｗ（ＰＭＭＡ）及びＭｗ（ＰＣ）は、後述する熱可塑性樹脂組成物の分取方法に
従い求めることができる。
　当該分取方法について以下に述べる。
　メタクリル酸メチル（ＭＭＡ）：旭化成ケミカルズ製（重合禁止剤として中外貿易製２
，４－ジメチル－６－ｔ－ブチルフェノール（２，４－ｄｉ－ｍｅｔｈｙｌ－６－ｔｅｒ
ｔ－ｂｕｔｙｌｐｈｅｎｏｌ）が、２．５ｐｐｍ添加されているもの）１０ｍＬに対し、
０．０２ｇの熱可塑性樹脂組成物を、温度２３℃、湿度５０％環境下、２４時間にて静置
し、溶解させる。
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　その後、不溶分を粒子保持能２．５μの定量濾紙にて濾過し、上澄み液を採取する。
　採取濾液５ｍＬに対し、テトラヒドロキシフラン５ｍＬを添加し、これをサンプル液と
して使用し、後述する実施例に記載するＧＰＣ測定方法によって測定することにより、熱
可塑性樹脂組成物中のメタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＭＭＡ））を
解析できる。
　なお、ポリカーボネート（Ｂ）については、前記メタクリル酸メチル（ＭＭＡ）に対し
て不溶である成分を用いて、後述する実施例に記載するＧＰＣ測定方法によって測定する
ことにより、重量平均分子量（Ｍｗ（ＰＣ））を解析できる。
【００４０】
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物における、メタクリル系樹脂（Ａ）と、ポリカーボネ
ート（Ｂ）との配合比率（質量比率）は、（Ａ）：（Ｂ）＝４９～５質量％：５１～９５
質量％が好ましく、より好ましくは４５～５質量％：５５～９５質量％であり、さらに好
ましくは４０～１０質量％：６０～９０質量％であり、さらにより好ましくは３５～１５
質量％：６５～８５質量％である。
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物中のポリカーボネート（Ｂ）の含有量を５１質量％以
上とすることにより、ポリカーボネートの優れた耐熱性や機械特性を発現することができ
る。
　一方で、９５質量％以下とすることにより、メタクリル系樹脂の優れた表面硬度向上効
果が発現されやすく好ましい。
【００４１】
〔熱可塑性樹脂組成物の製造方法〕
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物は、上述したメタクリル系樹脂（Ａ）及びポリカーボ
ネート（Ｂ）を混練することにより得られる。さらに、適宜、各種添加物を混練してもよ
い。
　（Ａ）成分であるメタクリル系樹脂は、上記（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造方法）に
おいて記載した方法により製造できる。
　（Ａ）成分と（Ｂ）成分とを混練する方法としては、従来公知の方法を用いればよく、
特に限定されるものではない。
　例えば、押出機、加熱ロール、ニーダー、ローラミキサー、バンバリーミキサー等の混
練機を用いて混練製造することができる。
　特に、押出機による混練が、生産性の観点から好ましく、単軸よりも二軸押出機が好ま
しい。
　混練温度は、本実施形態の熱可塑性樹脂組成物を構成するメタクリル系樹脂（Ａ）及び
ポリカーボネート（Ｂ）の好ましい加工温度に従えばよく、好ましくは１４０～３００℃
の範囲、より好ましくは１８０～２８０℃の範囲、さらに好ましくは１６０～２６０℃の
範囲である。
　また、混練回転数は、熱可塑性樹脂組成物の着色や熱分解を防止する観点から、３００
ｒｐｍ以下で行うことが好ましく、より好ましくは２５０ｒｐｍ以下、さらに好ましくは
２００ｒｐｍ以下である。
　また、相容性の観点から押出し時の温度をより低温とし、混練回転数をより低速回転と
することが好ましく、前記加工温度は、さらにより好ましくは２５０℃以下であり、より
さらに好ましくは２４０℃以下であり、特に好ましくは２３０℃以下である。
　前記混練回転数は、さらにより好ましくは１８０ｒｐｍ以下であり、よりさらに好まし
くは１７０ｒｐｍ以下であり、特に好ましくは、１６０ｒｐｍ以下である。
　さらに、（Ａ）成分と（Ｂ）成分を混練する前段階として、両者をドライブレンドする
方法や、押出機のサイドよりフィーダーを用いて、（Ａ）成分又は（Ｂ）成分を添加しな
がら混練する方法等も好ましく用いられる。
【００４２】
〔熱可塑性樹脂組成物の特性〕
（熱可塑性樹脂組成物のＭＦＲ（メルトフローレート））
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　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物は、２３０℃、３．８ｋｇ荷重で測定したメルトフロ
ーレートが、５．０ｇ／１０ｍｉｎ以上であることが好ましい。
　これにより、成形加工性が良好となる。
　前記条件による本実施形態の熱可塑性樹脂組成物のメルトフローレートは、６．０ｇ／
１０ｍｉｎ以上であることが好ましく、７．０ｇ／１０ｍｉｎ以上であることがより好ま
しい。
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物において、メルトフローレートは、メタクリル系樹脂
（Ａ）及びポリカーボネート（Ｂ）の各重量平均分子量や配合比率を調整することにより
制御することができる。
　また、本実施形態の熱可塑性樹脂組成物のＭＦＲは、後述する実施例に記載する方法に
より測定することができる。
【００４３】
〔熱可塑性樹脂組成物の成形体〕
　本実施形態の成形体は、本実施形態の熱可塑性樹脂組成物を含み、本実施形態の熱可塑
性樹脂組成物を成形することにより製造することができる。
　本実施形態の成形体は、熱可塑性樹脂組成物を、射出成形、シート成形、ブロー成形、
インジェクションブロー成形、インフレーション成形、Ｔダイ成型、プレス成形、押出成
形等の溶融状態で成形する公知の方法で成形することにより製造でき、圧空成形、真空成
形等の二次加工成形法も用いることができる。
　また、加熱ロール、ニーダー、バンバリーミキサー、押出機等の混練機を用いて熱可塑
性樹脂組成物を混練製造した後、冷却、粉砕し、さらにトランスファー成形、射出成形、
圧縮成形等により成形を行う方法も、好ましい成形方法として挙げることができる。
　前記押出機を用いて押出成形することにより、成形体として、押出シートが得られる。
　成形工程における各成分を混合させる順序は、本発明の効果が達成できる方法であれば
、特に限定されるものではない。
　また、熱硬化性樹脂組成物を溶融成形した後の硬化方法は、使用する硬化剤により異な
り、特に限定されるものではないが、例えば、熱硬化、光硬化、ＵＶ硬化、圧力による硬
化、湿気による硬化等が挙げられる。
【００４４】
〔本実施形態の熱可塑性樹脂組成物の含有し得るその他の材料〕
（その他の樹脂）
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で、メタクリル
系樹脂及びポリカーボネート以外のその他の樹脂を含有してもよい。
　使用に供される樹脂は、特に限定されるものではなく、公知の硬化性樹脂、熱可塑性樹
脂が好適に使用される。
　熱可塑性樹脂としては、以下に限定されるものではないが、例えば、ポリプロピレン系
樹脂、ポリエチレン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、シンジオタクテックポリスチレン系樹
脂、ＡＢＳ系樹脂（アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン系共重合体）、メタクリル
系樹脂、ＡＳ系樹脂（アクリロニトリル－スチレン系共重合体）、ＢＡＡＳ系樹脂（ブタ
ジエン－アクリロニトリル－アクリロニトリルゴム－スチレン系共重合体、ＭＢＳ系樹脂
（メチルメタクリレート－ブタジエン－スチレン系共重合体）、ＡＡＳ系樹脂（アクリロ
ニトリル－アクリロニトリルゴム－スチレン系共重合体）、生分解性樹脂、ポリカーボネ
ート－ＡＢＳ樹脂のアロイ、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンテレフタレート
、ポリプロピレンテレフタレート、ポリトリメチレンテレフタレート、ポリエチレンナフ
タレート等のポリアルキレンアリレート系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリフェニレンエー
テル系樹脂、ポリフェニレンスルフィド系樹脂、フェノール系樹脂等が挙げられる。
　特に、ＡＳ樹脂、ＢＡＡＳ樹脂は、流動性を向上させるために好ましく、ＡＢＳ樹脂、
ＭＢＳ樹脂は耐衝撃性を向上させるために好ましく、また、ポリエステル樹脂は耐薬品性
を向上させるために好ましい。
　また、ポリフェニレンエーテル系樹脂、ポリフェニレンスルフィド系樹脂、フェノール
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系樹脂等は難燃性を向上させるために好ましい。
　前記硬化性樹脂としては、以下に限定されるものではないが、例えば、不飽和ポリエス
テル樹脂、ビニルエステル樹脂、ジアリルフタレート樹脂、エポキシ樹脂、シアネート樹
脂、キシレン樹脂、トリアジン樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、ベンゾグアナミン樹脂
、ウレタン樹脂、オキセタン樹脂、ケトン樹脂、アルキド樹脂、フラン樹脂、スチリルピ
リジン樹脂、シリコン樹脂、合成ゴム等が挙げられる。
　上述した樹脂は、一種のみを単独で用いても、二種以上の樹脂を組み合わせて用いても
よい。
【００４５】
（添加剤）
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物には、本発明の効果を損なわない範囲で各種の添加剤
を添加してもよい。
　前記添加剤としては、以下に限定されるものではないが、例えば、フタル酸エステル系
、脂肪酸エステル系、トリメリット酸エステル系、リン酸エステル系、ポリエステル系等
の可塑剤；高級脂肪酸、高級脂肪酸エステル、高級脂肪酸のモノ、ジ、又はトリグリセリ
ド系等の離型剤；ポリエーテル系、ポリエーテルエステル系、ポリエーテルエステルアミ
ド系、アルキルスルフォン酸塩、アルキルベンゼンスルフォン酸塩等の帯電防止剤；酸化
防止剤、及び紫外線吸収剤、熱安定剤、光安定剤等の安定剤；難燃剤、難燃助剤、硬化剤
、硬化促進剤、導電性付与剤、応力緩和剤、結晶化促進剤、加水分解抑制剤、潤滑剤、衝
撃付与剤、摺動性改良剤、相溶化剤、核剤、強化剤、補強剤、流動調整剤、染料、増感材
、着色用顔料、ゴム質重合体、増粘剤、沈降防止剤、タレ防止剤、充填剤、消泡剤、カッ
プリング剤、防錆剤、抗菌・防黴剤、防汚剤、導電性高分子等が挙げられる。
　特に、熱安定剤、紫外線吸収剤、及び難燃剤等を添加することが好ましい。
【００４６】
（熱安定剤）
　熱安定剤としては、以下に限定されるものではないが、例えば、ヒンダードフェノール
系酸化防止剤、リン系加工安定剤等の酸化防止剤等が挙げられる。特に、ヒンダードフェ
ノール系酸化防止剤が好ましい。
　熱安定剤としては、以下に限定されるものではないが、例えば、ペンタエリスリトール
テトラキス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオ
ネート、チオジエチレンビス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフ
ェニル）プロピオネート、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）プロピオネート、Ｎ，Ｎ'－ヘキサン－１，６－ジイルビス［３－（
３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニルプロピオンアミド、３，３'，
３''，５，５'，５''－ヘキサ－ｔｅｒｔ－ブチル－ａ，ａ'，ａ''－（メシチレン－２，
４，６－トリイル）トリ－ｐ－クレゾール、４，６－ビス（オクチルチオメチル）－o－
クレゾール、４，６－ビス（ドデシルチオメチル）－о－クレゾール、エチレンビス（オ
キシエチレン）ビス［３－（５－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ｍ－トリル）プロ
ピオネート、ヘキサメチレンビス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキ
シフェニル）プロピオネート、１，３，５－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４
－ヒドロキシベンジル）－１，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－
トリオン、１，３，５－トリス［（４－ｔｅｒｔ－ブチル－３－ヒドロキシ－２，６－キ
シリン）メチル］－１，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオ
ン、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－（４，６－ビス（オクチルチオ）－１，３，５
－トリアジン－２－イルアミン）フェノール等が挙げられ、ペンタエリスリトールテラキ
ス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネートが
好ましい。
【００４７】
（紫外線吸収剤）
　紫外線吸収剤としては、以下に限定されるものではないが、例えば、ベンゾトリアゾー



(14) JP 6570371 B2 2019.9.4

10

20

30

40

50

ル系化合物、ベンゾトリアジン系化合物、ベンゾエート系化合物、ベンゾフェノン系化合
物、オキシベンゾフェノン系化合物、フェノール系化合物、オキサゾール系化合物、マロ
ン酸エステル系化合物、シアノアクリレート系化合物、ラクトン系化合物、サリチル酸エ
ステル系化合物、ベンズオキサジノン系化合物等が挙げられ、好ましくはベンゾトリアゾ
ール系化合物、ベンゾトリアジン系化合物である。
　これらは一種のみを単独で用いてもよく、二種以上を組み合わせて用いてもよい。
　また、紫外線吸収剤を添加する場合、優れた成形加工性を得る観点から、２０℃におけ
る蒸気圧（Ｐ）が１．０×１０-4Ｐａ以下であるものが好ましく、より好ましくは１．０
×１０-6Ｐａ以下であり、さらに好ましくは１．０×１０-8Ｐａ以下である。
　「優れた成形加工性」とは、例えば射出成形時に、金型表面への紫外線吸収剤の付着が
少ないことや、フィルム成形時に、紫外線吸収剤のロールへの付着が少ないこと等を意味
する。
　紫外線吸収剤がロールへ付着すると、最終的に目的とする成形体の表面に紫外線吸収剤
が付着してしまい、外観性、光学特性を悪化させるおそれがあるため、成形体を光学用材
料として使用する場合は特に上記成形加工性に優れていることが重要である。
　また、紫外線吸収剤の融点（Ｔｍ）は、ブリードアウトの観点から８０℃以上であるこ
とが好ましく、より好ましくは１００℃以上、さらに好ましくは１３０℃以上、さらによ
り好ましくは１６０℃以上である。
　前記紫外線吸収剤は、ブリードアウトの観点から、２３℃から２６０℃まで２０℃／ｍ
ｉｎの速度で昇温した場合の質量減少率が５０％以下であることが好ましく、より好まし
くは３０％以下、さらに好ましくは１５％以下、さらにより好ましくは１０％以下、より
さらに好ましくは５％以下である。
【００４８】
（難燃剤）
　難燃剤としては、以下に限定されるものではないが、例えば、環状窒素化合物、リン系
難燃剤、シリコン系難燃剤、籠状シルセスキオキサン又はその部分開裂構造体、シリカ系
難燃剤が挙げられる。
【００４９】
　熱可塑性樹脂組成物と種々の添加剤や、上述した他の樹脂とを混合する場合の混練方法
としては、上記〔熱可塑性樹脂組成物の製造方法〕に記載した方法に従えばよく、特に限
定されるものではない。
【００５０】
〔熱可塑性樹脂組成物及び成形体の用途〕
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物は、以下の用途に好適に用いることができる。
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物を含有する成形体は、耐衝撃性、耐熱性、表面硬度、
難燃性の要求される用途に対して全般的に使用可能であり、以下に限定されるものではな
いが、例えば、家具類、家庭用品、収納・備蓄用品、壁・屋根等の建材、玩具・遊具、パ
チンコ面盤等の趣味用途、医療・福祉用品、ＯＡ機器、ＡＶ機器、電池電装用、照明機器
、船舶、航空機の構造の車体部品、車両用部品等に使用可能であり、特に車体部品や車両
用部品等の車両用途や、光学用途、電気・電子用途に好適に用いることができる。
　具体的には、車両用途では、耐熱性や耐衝撃性が要求される外装部品として好適であり
、バンパー、フロントグリル、ヘッドランプカバー、テールランプカバー、ボディ周辺部
品（バイザー等）、タイヤ周辺部品等の各種車両用部材に用いることが可能である。
　光学用途としては、例えば、各種レンズ、タッチパネル等、また、太陽電池に用いられ
る透明基盤等が挙げられる。
　その他、光通信システム、光交換システム、光計測システムの分野において、導波路、
光ファイバー、光ファイバーの被覆材料、ＬＥＤのレンズ、レンズカバーＥＬ照明等のカ
バー等としても利用することができる。
　電気・電子用途としては、例えば、パソコン、ゲーム機、テレビ、カーナビ、電子ペー
パーなどのディスプレイ装置、プリンター、コピー機、スキャナー、ファックス、電子手
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帳やＰＤＡ、電子式卓上計算機、電子辞書、カメラ、ビデオカメラ、携帯電話、電池パッ
ク、記録媒体のドライブや読み取り装置、マウス、テンキー、ＣＤプレーヤー、ＭＤプレ
ーヤー、携帯ラジオ・オーディオプレーヤー等が挙げられる。特に、テレビ、パソコン、
カーナビ、電子ペーパー等の筐体の意匠性部品等に好適に用いることができる。
　また、本実施形態の成形体には、適宜、ハードコート処理、反射防止処理、透明導電処
理、電磁波遮蔽処理、ガスバリア処理等の表面機能化処理を行ってもよい。
【実施例】
【００５１】
　以下、本実施形態について具体的な実施例及び比較例を挙げて説明するが、本実施形態
は、後述する実施例に限定されるものではない。
【００５２】
〔実施例及び比較例において用いた原料〕
（メタクリル系樹脂（Ａ）製造用の原料）
・メタクリル酸メチル（ＭＭＡ）：旭化成ケミカルズ製（重合禁止剤として中外貿易製２
，４－ジメチル－６－ｔ－ブチルフェノール（２，４－ｄｉ－ｍｅｔｈｙｌ－６－ｔｅｒ
ｔ－ｂｕｔｙｌｐｈｅｎｏｌ）を２．５ｐｐｍ添加されているもの）
・アクリル酸メチル（ＭＡ）：三菱化学製（重合禁止剤として川口化学工業製４－メトキ
シフェノール（４－ｍｅｔｈｏｘｙｐｈｅｎｏｌ）が１４ｐｐｍ添加されているもの）
・スチレン（Ｓｔ）：ゴトウケミカル製
・メタクリル酸フェニル（ＰｈＭＡ）：和光純薬工業製
・ｎ－オクチルメルカプタン（ｎ－ｏｃｔｙｌｍｅｒｃａｐｔａｎ）：アルケマ製
・２－エチルヘキシルチオグリコレート（２－ｅｔｈｙｌｈｅｘｙｌ　ｔｈｉｏｇｌｙｃ
ｏｌａｔｅ）：アルケマ製
・ラウロイルパーオキサイド（ｌａｕｒｏｙｌ　ｐｅｒｏｘｉｄｅ）：日本油脂製
・第３リン酸カルシウム（ｃａｌｃｉｕｍ　ｐｈｏｓｐｈａｔｅ）：日本化学工業製、懸
濁剤として使用
・炭酸カルシウム（ｃａｌｃｉｕｍ　ｃａｌｂｏｎａｔｅ）：白石工業製、懸濁剤として
使用
・ラウリル硫酸ナトリウム（ｓｏｄｉｕｍ　ｌａｕｒｙｌ　ｓｕｌｆａｔｅ）：和光純薬
工業製、懸濁助剤として使用
【００５３】
（ポリカーボネート（Ｂ））
・グレード名　ＡＤ－５５０３：帝人化成株式会社
・グレード名　Ｈ－４０００、Ｈ－３０００、Ｓ－２０００、Ｓ－１０００：三菱エンジ
ニアリングプラスチック株式会社
【００５４】
〔測定方法、評価方法〕
　実施例で用いた測定方法及び評価方法を以下に示す。
＜（１）メタクリル系樹脂（Ａ）及びポリカーボネート（Ｂ）の重量平均分子量の測定＞
　メタクリル系樹脂（Ａ）及びポリカーボネート（Ｂ）の重量平均分子量（Ｍｗ）は、下
記の装置、及び条件で測定した。
　測定装置　：東ソー株式会社製ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＨＬＣ－８
３２０ＧＰＣ）
　カラム：ＴＳＫｇｕａｒｄｃｏｌｕｍｎ　ＳｕｐｅｒＨ－Ｈ　１本、ＴＳＫｇｅｌ　Ｓ
ｕｐｅｒＨＭ－Ｍ　２本、及びＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＨ２５００　１本を順に直列接
続して使用した。なお、カラムとしては、高分子量の成分が早く流出し、低分子量の成分
は遅く流出するものを用いた。
　検出器　　：ＲＩ（示差屈折）検出器
　検出感度　：３．０ｍＶ／ｍｉｎ
　カラム温度：４０℃
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　サンプル　：０．０２ｇの試料を溶解させたテトラヒドロフラン２０ｍＬ溶液
　注入量　　：１０μＬ
　展開溶媒　：テトラヒドロフラン、流速；０．６ｍＬ／ｍｉｎ
　内部標準として、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェノール（ＢＨＴ）を、サン
プルに０．１ｇ／Ｌ添加した。
　検量線用標準サンプルとしては、単分散の重量ピーク分子量が既知で分子量が異なる以
下の１０種のポリメタクリル酸メチル（Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ製；
ＰＭＭＡ　Ｃａｌｉｂｒａｔｉｏｎ　Ｋｉｔ　Ｍ－Ｍ－１０）を用いた。

　　　　　　　　　　　　　ピーク分子量（Ｍｐ）
　　　標準試料１　　　　１，９１６，０００
　　　標準試料２　　　　　　６２５，５００
　　　標準試料３　　　　　　２９８，９００
　　　標準試料４　　　　　　１３８，６００
　　　標準試料５　　　　　　　６０，１５０
　　　標準試料６　　　　　　　２７，６００
　　　標準試料７　　　　　　　１０，２９０
　　　標準試料８　　　　　　　　５，０００
　　　標準試料９　　　　　　　　２，８１０
　　　標準試料１０　　　　　　　８５０

　上記の条件で、メタクリル系樹脂（Ａ）及びポリカーボネート（Ｂ）の流出時間に対す
る、ＲＩ検出強度を測定した。
　ＧＰＣ流出曲線におけるエリア面積と、７次近似式の検量線を基にメタクリル系樹脂（
Ａ）及びポリカーボネート（Ｂ）の重量平均分子量（Ｍｗ）を求めた。
【００５５】
＜（２）メタクリル系樹脂（Ａ）構造単位の解析＞
　1Ｈ－ＮＭＲ測定により構造単位を同定し、その存在量（質量％）を算出した。
　1Ｈ－ＮＭＲ測定の測定条件は、以下のとおりである。
　装置：ＪＥＯＬ－ＥＣＡ５００
　溶媒：ＣＤＣｌ3－ｄ1（重水素化クロロホルム）
　試料：メタクリル系樹脂（Ａ）１５ｍｇをＣＤＣｌ3－ｄ1 ０．７５ｍＬに溶解し、測
定用サンプルとした。
【００５６】
＜（３）ＭＦＲ（メルトフローレート）の測定＞
　流動性の評価として、後述する押出機を用いて製造された熱可塑性樹脂組成物を、８０
℃で５時間以上乾燥処理後、２３０℃、３．８ｋｇ荷重の条件で、ＭＦＲ（ｇ／１０ｍｉ
ｎ）の値を測定した。
【００５７】
＜（４）透明性（ヘイズ）の評価＞
　透明性の評価として、後述する射出成形体２ｍｍｔの、２３℃の温度条件下でのヘイズ
（％）を、日本電色工業株式会社製型式ＮＤＨ２０００機器を用いて測定した。
【００５８】
＜（５）ビカット軟化温度（ＶＳＴ）の測定＞
　耐熱性の評価として、後述する射出成形体のビカット軟化温度（ＶＳＴ）を、ＨＤＴ試
験装置　（ヒートディストーションテスター）（東洋精機製作所社製）を用いて、ＩＳＯ
３０６Ｂ５０に準じて測定した。
【００５９】
＜（６）シャルピー衝撃強度測定（ノッチなし）＞
　耐衝撃性の評価として、後述する射出成形体のシャルピー衝撃強度を、シャルピー衝撃
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試験機（東洋精機製作所社製）を用いて、ＩＳＯ１７９／１ｅＵに準じて測定した。
【００６０】
＜（７）表面鉛筆硬度評価＞
　表面硬度の評価として、後述する射出成形体２ｍｍｔの表面鉛筆硬度をＪＩＳＫ－５４
００に準じて評価した。
【００６１】
＜（８）難燃性評価＞
　難燃性の評価として、後述する射出成形により１２５ｍｍ×１３ｍｍ×４ｍｍｔの成形
品を製造し、温度２３℃、湿度５０％環境下、４８時間調湿後、燃焼性試験をＵＬ９４Ｖ
規格に準じて行った。
　ＵＬ９４Ｖとは、鉛直に保持した所定の大きさの試験片にバーナーの炎を１０秒間接炎
した後の残炎時間やドリップ性から難燃性を評価する方法であり、Ｖ－０、Ｖ－１及びＶ
－２、Ｖ－２を満足しないとしてＮＲ（ｎｏｔ　ｒａｔｅｄ）をそれぞれ判定し、表記し
た。
【００６２】
＜（９）耐熱分解性の測定方法＞
　耐熱分解性の評価として、ＴＧ－ＤＴＡ８１２０（差動型示差熱天秤、理学社製）を使
用し、８～１５ｍｇの測定サンプルを、２９０℃、窒素雰囲気下において、３０ｍｉｎ間
保持した際の質量減量率（％）を測定した。
　質量減量率の絶対値が小さいサンプル程、耐熱分解性が良好と判断した。
　測定サンプルは、後述する実施例及び比較例で製造した熱可塑性樹脂組成物のペレット
を用いた。
【００６３】
〔メタクリル系樹脂の製造例〕
（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造例１）
　攪拌機を有する容器に、水２ｋｇ、第三リン酸カルシウム６５ｇ、炭酸カルシウム４０
ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム０．４０ｇを投入し、混合液（ａ）を得た。
　次いで、６０Ｌの反応器に、水２５ｋｇを投入して８０℃に昇温し、前記混合液（ａ）
及びメタクリル酸メチル２１．２ｋｇ、アクリル酸メチル０．２５ｋｇ、ラウロイルパー
オキサイド１１０ｇ、２－エチルヘキシルチオグリコレート３８０ｇを投入した。
　その後、約８０℃を保って懸濁重合を行い、発熱ピークを観測後、９２℃に１℃／ｍｉ
ｎの速度で昇温した。そして、６０分間熟成し、重合反応を実質終了した。
　次いで、５０℃まで冷却して懸濁剤を溶解させるために、２０質量％硫酸を投入した。
　次いで、重合反応溶液を、１．６８ｍｍメッシュの篩にかけて凝集物を除去し、得られ
たビーズ状ポリマーを洗浄脱水乾燥処理し、ポリマー微粒子を得た。
　８０℃の乾燥オーブンで１２時間乾燥させて、ＪＩＳ－Ｚ８８０１に基づいて測定した
ポリマー微粒子の平均粒子径は０．３１ｍｍであった。
　得られたポリマー微粒子（メタクリル系樹脂（Ａ－１））の重量平均分子量（Ｍｗ）は
、２．５万であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．８であった。また、構造単位はＭＭ
Ａ／ＭＡ＝９９／１質量％であった。
　ここで、ＭＭＡはメタクリル酸メチル、ＭＡはアクリル酸メチルを示す。
【００６４】
（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造例２）
　攪拌機を有する容器に、水２ｋｇ、第三リン酸カルシウム６５ｇ、炭酸カルシウム４０
ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム０．４０ｇを投入し、混合液（ｂ）を得た。
　次いで、６０Ｌの反応器に、水２５ｋｇを投入して８０℃に昇温し、前記混合液（ｂ）
及びメタクリル酸メチル２１．５ｋｇ、ラウロイルパーオキサイド１１０ｇ、２－エチル
ヘキシルチオグリコレート４３０ｇを投入した。
　その後、約７５℃を保って懸濁重合を行い、発熱ピークを観測後、９２℃に１℃／ｍｉ
ｎの速度で昇温した。そして、６０分間熟成し、重合反応を実質終了した。
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　次いで、５０℃まで冷却して懸濁剤を溶解させるために、２０質量％硫酸を投入した。
　次いで、重合反応溶液を、１．６８ｍｍメッシュの篩にかけて凝集物を除去し、得られ
たビーズ状ポリマーを洗浄脱水乾燥処理し、ポリマー微粒子を得た。
　８０℃の乾燥オーブンで１２時間乾燥させて、ＪＩＳ－Ｚ８８０１に基づいて測定した
ポリマー微粒子の平均粒子径は０．３１ｍｍであった。
　得られたポリマー微粒子（メタクリル系樹脂（Ａ－２））の重量平均分子量（Ｍｗ）は
、２．２万であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．８であった。また、構造単位はＭＭ
Ａ＝１００質量％であった。
【００６５】
（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造例３）
　攪拌機を有する容器に、水２ｋｇ、第三リン酸カルシウム６５ｇ、炭酸カルシウム４０
ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム０．４０ｇを投入し、混合液（ｃ）を得た。
　次いで、６０Ｌの反応器に、水２５ｋｇを投入して８０℃に昇温し、前記混合液（ｃ）
及びメタクリル酸メチル２１．４ｋｇ、アクリル酸メチル０．１ｋｇ、ラウロイルパーオ
キサイド１１０ｇ、２－エチルヘキシルチオグリコレート２６０ｇを投入した。
　その後、約８０℃を保って懸濁重合を行い、発熱ピークを観測後、９２℃に１℃／ｍｉ
ｎの速度で昇温した。そして、６０分間熟成し、重合反応を実質終了した。
　次いで、５０℃まで冷却して懸濁剤を溶解させるために、２０質量％硫酸を投入した。
　次いで、重合反応溶液を、１．６８ｍｍメッシュの篩にかけて凝集物を除去し、得られ
たビーズ状ポリマーを洗浄脱水乾燥処理し、ポリマー微粒子を得た。
　８０℃の乾燥オーブンで１２時間乾燥させて、ＪＩＳ－Ｚ８８０１に基づいて測定した
ポリマー微粒子の平均粒子径は０．３ｍｍであった。
　得られたポリマー微粒子（メタクリル系樹脂（Ａ－３））の重量平均分子量（Ｍｗ）は
、３．４万であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．８であった。また、構造単位はＭＭ
Ａ／ＭＡ＝９９．６／０．４質量％であった。
【００６６】
（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造例４）
　攪拌機を有する容器に、水２ｋｇ、第三リン酸カルシウム６５ｇ、炭酸カルシウム４０
ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム０．４０ｇを投入し、混合液（ｄ）を得た。
　次いで、６０Ｌの反応器に、水２５ｋｇを投入して８０℃に昇温し、前記混合液（ｄ）
及びメタクリル酸メチル２１．４ｋｇ、アクリル酸メチル０．１ｋｇ、ラウロイルパーオ
キサイド１１０ｇ、２－エチルヘキシルチオグリコレート１８０ｇを投入した。
　その後、約８０℃を保って懸濁重合を行い、発熱ピークを観測後、９２℃に１℃／ｍｉ
ｎの速度で昇温した。そして、６０分間熟成し、重合反応を実質終了した。
　次いで、５０℃まで冷却して懸濁剤を溶解させるために、２０質量％硫酸を投入した。
　次いで、重合反応溶液を、１．６８ｍｍメッシュの篩にかけて凝集物を除去し、得られ
たビーズ状ポリマーを洗浄脱水乾燥処理し、ポリマー微粒子を得た。
　８０℃の乾燥オーブンで１２時間乾燥させて、ＪＩＳ－Ｚ８８０１に基づいて測定した
ポリマー微粒子の平均粒子径は０．２９ｍｍであった。
　得られたポリマー微粒子（メタクリル系樹脂（Ａ－４））の重量平均分子量（Ｍｗ）は
、４．５万であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．８であった。また、構造単位はＭＭ
Ａ／ＭＡ＝９９．６／０．４質量％であった。
【００６７】
（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造例５）
　攪拌機を有する容器に、水２ｋｇ、第三リン酸カルシウム６５ｇ、炭酸カルシウム４０
ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム０．４０ｇを投入し、混合液（ｅ）を得た。
　次いで、６０Ｌの反応器に、水２６ｋｇを投入して８０℃に昇温し、前記混合液（ｅ）
及びメタクリル酸メチル２１．４ｋｇ、アクリル酸メチル０．１ｋｇ、ラウロイルパーオ
キサイド１１０ｇ、ｎ－オクチルメルカプタン１．０ｋｇを投入した。
　その後、約８０℃を保って懸濁重合を行い、発熱ピークを観測後、９２℃に１℃／ｍｉ
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ｎの速度で昇温した。そして、６０分間熟成し、重合反応を実質終了した。
　次いで、５０℃まで冷却して懸濁剤を溶解させるために、２０質量％硫酸を投入した。
　次いで、重合反応溶液を、１．６８ｍｍメッシュの篩にかけて凝集物を除去し、得られ
たビーズ状ポリマーを洗浄脱水乾燥処理し、ポリマー微粒子を得た。
　８０℃の乾燥オーブンで１２時間乾燥させて、ＪＩＳ－Ｚ８８０１に基づいて測定した
ポリマー微粒子の平均粒子径は０．４ｍｍであった。
　得られたポリマー微粒子（メタクリル系樹脂（Ａ－５））の重量平均分子量（Ｍｗ）は
、１．１万であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は２．１であった。また、構造単位はＭＭ
Ａ／ＭＡ＝９９．６／０．４質量％であった。
【００６８】
（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造例６）
　攪拌機を有する容器に、水２ｋｇ、第三リン酸カルシウム６５ｇ、炭酸カルシウム４０
ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム０．４０ｇを投入し、混合液（ｆ）を得た。
　次いで、６０Ｌの反応器に、水２５ｋｇを投入して８０℃に昇温し、前記混合液（ｆ）
及びメタクリル酸メチル２１．１ｋｇ、アクリル酸エチル０．４ｋｇ、ラウロイルパーオ
キサイド４０ｇ、ｎ－オクチルメルカプタン８０ｇを投入した。
　その後、約８０℃を保って懸濁重合を行い、発熱ピークを観測後、９２℃に１℃／ｍｉ
ｎの速度で昇温した。そして、６０分間熟成し、重合反応を実質終了した。
　次いで、５０℃まで冷却して懸濁剤を溶解させるために、２０質量％硫酸を投入した。
　次いで、重合反応溶液を、１．６８ｍｍメッシュの篩にかけて凝集物を除去し、得られ
たビーズ状ポリマーを洗浄脱水乾燥処理し、ポリマー微粒子を得た。
　８０℃の乾燥オーブンで１２時間乾燥させて、ＪＩＳ－Ｚ８８０１に基づいて測定した
ポリマー微粒子の平均粒子径は０．３ｍｍであった。
　得られたポリマー微粒子（メタクリル系樹脂（Ａ－６））の重量平均分子量（Ｍｗ）は
、７．１万であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．８であった。また、構造単位はＭＭ
Ａ／ＭＡ＝９８．２／１．８質量％であった。
【００６９】
（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造例７）
　攪拌機を有する容器に、水２ｋｇ、第三リン酸カルシウム６５ｇ、炭酸カルシウム４０
ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム０．４０ｇを投入し、混合液（ｇ）を得た。
　次いで、６０Ｌの反応器に、水２５ｋｇを投入して８０℃に昇温し、前記混合液（ｇ）
及びメタクリル酸メチル２０．３ｋｇ、スチレン１．２ｋｇ、ラウロイルパーオキサイド
１１０ｇ、２－エチルヘキシルチオグリコレート２６０ｇを投入した。
　その後、約８０℃を保って懸濁重合を行い、発熱ピークを観測後、９２℃に１℃／ｍｉ
ｎの速度で昇温した。そして、６０分間熟成し、重合反応を実質終了した。
　次いで、５０℃まで冷却して懸濁剤を溶解させるために、２０質量％硫酸を投入した。
　次いで、重合反応溶液を、１．６８ｍｍメッシュの篩にかけて凝集物を除去し、得られ
たビーズ状ポリマーを洗浄脱水乾燥処理し、ポリマー微粒子を得た。
　８０℃の乾燥オーブンで１２時間乾燥させて、ＪＩＳ－Ｚ８８０１に基づいて測定した
ポリマー微粒子の平均粒子径は０．２８ｍｍであった。
　得られたポリマー微粒子（メタクリル系樹脂（Ａ－７））の重量平均分子量（Ｍｗ）は
、３．４万であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．８であった。また、構造単位はＭＭ
Ａ／ＳＴ＝９４．８／５．２質量％であった。
　ここで、ＳＴはスチレンを示す。
【００７０】
（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造例８）
　攪拌機を有する容器に、水２ｋｇ、第三リン酸カルシウム６５ｇ、炭酸カルシウム４０
ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム０．４０ｇを投入し、混合液（ｈ）を得た。
　次いで、６０Ｌの反応器に、水２５ｋｇを投入して８０℃に昇温し、前記混合液（ｈ）
及びメタクリル酸メチル１８．０ｋｇ、メタクリル酸フェニル３．５ｋｇ、ラウロイルパ
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ーオキサイド１２０ｇ、２－エチルヘキシルチオグリコレート３２０ｇを投入した。
　その後、約８０℃を保って懸濁重合を行い、発熱ピークを観測後、９２℃に１℃／ｍｉ
ｎの速度で昇温した。そして、６０分間熟成し、重合反応を実質終了した。
　次いで、５０℃まで冷却して懸濁剤を溶解させるために、２０質量％硫酸を投入した。
　次いで、重合反応溶液を、１．６８ｍｍメッシュの篩にかけて凝集物を除去し、得られ
たビーズ状ポリマーを洗浄脱水乾燥処理し、ポリマー微粒子を得た。
　８０℃の乾燥オーブンで１２時間乾燥させて、ＪＩＳ－Ｚ８８０１に基づいて測定した
ポリマー微粒子の平均粒子径は０．２７ｍｍであった。
　得られたポリマー微粒子（メタクリル系樹脂（Ａ－８））の重量平均分子量（Ｍｗ）は
、３．１万であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．８であった。構造単位はＭＭＡ／Ｐ
ｈＭＡ＝８４．８／１５．２質量％であった。
　ここで、ＰｈＭＡはメタクリル酸フェニルを示す。
【００７１】
（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造例９）
　攪拌機を有する容器に、水２ｋｇ、第三リン酸カルシウム６５ｇ、炭酸カルシウム４０
ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム０．４０ｇを投入し、混合液（ｉ）を得た。
　次いで、６０Ｌの反応器に、水２５ｋｇを投入して８０℃に昇温し、混合液（ｉ）及び
メタクリル酸メチル１８．０ｋｇ、メタクリル酸フェニル３．５ｋｇ、ラウロイルパーオ
キサイド１２０ｇ、２－エチルヘキシルチオグリコレート１．０５ｋｇを投入した。
　その後、約８０℃を保って懸濁重合を行い、発熱ピークを観測後、９２℃に１℃／ｍｉ
ｎの速度で昇温した。そして、６０分間熟成し、重合反応を実質終了した。
　次いで、５０℃まで冷却して懸濁剤を溶解させるために、２０質量％硫酸を投入した。
　次いで、重合反応溶液を、１．６８ｍｍメッシュの篩にかけて凝集物を除去し、得られ
たビーズ状ポリマーを洗浄脱水乾燥処理し、ポリマー微粒子を得た。
　８０℃の乾燥オーブンで１２時間乾燥させて、ＪＩＳ－Ｚ８８０１に基づいて測定した
ポリマー微粒子の平均粒子径は０．２６ｍｍであった。
　得られたポリマー微粒子（メタクリル系樹脂（Ａ－９））の重量平均分子量（Ｍｗ）は
、１．１万であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は２．１であった。構造単位はＭＭＡ／Ｐ
ｈＭＡ＝８４．８／１５．２質量％であった。
【００７２】
（メタクリル系樹脂（Ａ）の製造例１０）
　攪拌機を有する容器に、水２ｋｇ、第三リン酸カルシウム６５ｇ、炭酸カルシウム４０
ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム０．４０ｇを投入し、混合液（ｊ）を得た。
　次いで、６０Ｌの反応器に、水２５ｋｇを投入して８０℃に昇温し、前記混合液（ｊ）
及びメタクリル酸メチル２１．２ｋｇ、アクリル酸メチル０．２５ｋｇ、ラウロイルパー
オキサイド１１０ｇ、ｎ－オクチルメルカプタン２７５ｇを投入した。
　その後、約８０℃を保って懸濁重合を行い、発熱ピークを観測後、９２℃に１℃／ｍｉ
ｎの速度で昇温した。そして、６０分間熟成し、重合反応を実質終了した。
　次いで、５０℃まで冷却して懸濁剤を溶解させるために、２０質量％硫酸を投入した。
　次いで、重合反応溶液を、１．６８ｍｍメッシュの篩にかけて凝集物を除去し、得られ
たビーズ状ポリマーを洗浄脱水乾燥処理し、ポリマー微粒子を得た。
　８０℃の乾燥オーブンで１２時間乾燥させて、ＪＩＳ－Ｚ８８０１に基づいて測定した
ポリマー微粒子の平均粒子径は０．３１ｍｍであった。
　得られたポリマー微粒子（メタクリル系樹脂（Ａ－１０））の重量平均分子量（Ｍｗ）
は、２．５万であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．８であった。また、構造単位はＭ
ＭＡ／ＭＡ＝９９／１質量％であった。
【００７３】
〔ポリカーボネート（Ｂ）〕
　後述する実施例及び比較例で用いたポリカーボネート（Ｂ）について、重量平均分子量
（Ｍｗ）の測定結果を併せて示す。
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　測定方法は、上述の測定（１）に従った。
　ＡＤ－５５０３：重量平均分子量：３．１万
　Ｈ－４０００：重量平均分子量：２．５万
　Ｈ－３０００：重量平均分子量：３．８万
　Ｓ－２０００：重量平均分子量：４．９万
　Ｓ－１０００：重量平均分子量：５．８万
【００７４】
〔実施例１～８、参考例９、実施例１０、参考例１１、実施例１２～１４〕、〔比較例１
～６〕
　メタクリル系樹脂（Ａ）とポリカーボネート（Ｂ）とを、下記表１及び表２に記載の配
合量比率（質量％）に従い、タンブラーにてドライブレンドし、２１０～２６０℃に設定
した二軸押出機（φ３２ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝５２、１５０ｒｐｍ）にて溶融混練し、ストラン
ドを冷却裁断して熱可塑性樹脂組成物のペレットを得た。
　東芝機械株式会社製ＥＣ－１００ＳＸの射出成形機を用いて、ビカット軟化温度（ＶＳ
Ｔ）の測定と、シャルピー衝撃強度評価、ＵＬ９４Ｖ燃焼性試験用として、下記表１及び
表２に示す成形温度条件及び金型温度８０℃にて、各評価規格に準拠した射出成形体を製
造した。
　さらに、透明性（ヘイズ）、表面鉛筆硬度の評価用として、１００ｍｍ×１００ｍｍ×
２ｍｍｔの平板を、表１及び表２の成形温度条件で成形及び金型温度８０℃にて製造した
。
　また、各熱可塑性樹脂組成物の物性評価結果を表１及び表２に示す。
【００７５】
〔実施例１５〕
　メタクリル系樹脂（Ａ－１）とポリカーボネート（ＡＤ－５５０３）を３０／７０ｗｔ
％でドライブレンド配合し、２１０℃に設定した二軸押出機（φ３２ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝５２
、１００ｒｐｍ）にて溶融混練し、ストランドを冷却裁断して熱可塑性樹脂組成物のペレ
ットを得た。
【００７６】
〔実施例１６〕
　メタクリル系樹脂（Ａ－１）とポリカーボネート（Ｈ－３０００）を２０／８０ｗｔ％
でドライブレンド配合し、２２０℃に設定した二軸押出機（φ３２ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝５２、
８０ｒｐｍ）にて溶融混練し、ストランドを冷却裁断して熱可塑性樹脂組成物のペレット
を得た。
【００７７】
〔実施例１７〕
　メタクリル系樹脂（Ａ－１）とポリカーボネート（Ｈ－３０００）を２０／８０ｗｔ％
でドライブレンド配合し、２７０℃に設定した二軸押出機（φ３２ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝５２、
１５０ｒｐｍ）にて溶融混練し、ストランドを冷却裁断して熱可塑性樹脂組成物のペレッ
トを得た。

【００７８】
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【００７９】
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【表２】

【００８０】
　実施例１～５、７、８、１０においては、メタクリル系樹脂（Ａ）のＭｗが適切であっ
たため、透明性が高く、流動性、耐熱性、衝撃強度、表面硬度、及び難燃性に優れ、これ
らの特性バランスが良好な熱可塑性樹脂組成物が得られた。
　実施例６においては、メタクリル系樹脂（Ａ）の配合比率がやや多く、実施例１に比べ
、透明性が低下する傾向にあったが、その他の物性は良好であった。
　参考例９においては、メタクリル系樹脂（Ａ）のＭｗがやや大きく、メタクリル系樹脂
（Ａ）とポリカーボネート（Ｂ）のＭｗの比が、１．０≦Ｍｗ（ＰＣ）／Ｍｗ（ＰＭＭＡ
）≦４．０の範囲でないため、実施例２に比べて、透明性及び表面硬度がやや低下したが
、その他の物性は実用上良好なレベルであった。
　実施例１２においては、メタクリル系樹脂（Ａ）とポリカーボネート（Ｂ）のＭｗの比
が、１．０≦Ｍｗ（ＰＣ）／Ｍｗ（ＰＭＭＡ）≦２．５のさらに好ましい範囲でないため
、実施例１に比べて、透明性がやや低下したが、その他物性は実用レベルであった。
　参考例１１においては、メタクリル系樹脂（Ａ）を構成するメタクリル酸エステル単量
体単位以外のその他のビニル単量体単位として、スチレンを用い、実施例１３においては
、メタクリル系樹脂（Ａ）を構成するメタクリル酸エステル単量体にいくらかのメタクリ
ル酸フェニルを用いたため、実施例２に比べ、透明性、表面硬度及び難燃性が低下傾向に
あったが、流動性、耐熱性、衝撃強度のバランスに優れた熱可塑性樹脂組成物が得られた
。
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【００８１】
　実施例１４においては、メタクリル系樹脂の連鎖移動剤として、ｎ－オクチルメルカプ
タンを使用したが、他の実施例と同様にバランスが良好な熱可塑性樹脂組成物が得られた
。
耐熱分解性においては、同配合組成の実施例４より向上した。
　実施例１５、１６は、押出条件において、実施例５、２に対して、より低温設定で、混
練回転数を低下させた条件で実施した。結果として、各実施例に比較し、透明性がやや向
上し、シャルピー衝撃強度も向上した。
　実施例１７では、押出条件において、実施例２に対して、より高温設定で実施した。結
果として、実施例２に比べ、透明性、耐熱性、衝撃強度がやや低下したが、物性のバラン
スに優れた熱可塑性樹脂組成物が得られた。
【００８２】
　一方で、比較例１においては、メタクリル系樹脂単体のため、透明性及び表面硬度は良
好であったが、耐熱性、衝撃強度、難燃性が不十分であった。
　また、比較例２においては、ポリカーボネート単体のため、表面硬度が不十分であった
。
　比較例３においては、メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量が１．１万であったた
め、実施例２に比べて、表面硬度、衝撃強度、難燃性が低下した。
　比較例４においては、メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量が１．１万であり、メ
タクリル系樹脂（Ａ）とポリカーボネート（Ｂ）のＭｗの比が、１．０≦Ｍｗ（ＰＣ）／
Ｍｗ（ＰＭＭＡ）≦４．０の範囲でないため、透明性、表面硬度及び難燃性が不十分であ
った。
　また、比較例５においては、メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量が７．１万であ
ったため、透明性、表面硬度及び難燃性が不十分であった。
　さらに比較例６においては、メタクリル系樹脂（Ａ）の重量平均分子量が１．１万であ
り、メタクリル系樹脂（Ａ）を構成するメタクリル酸エステル単量体にいくらかのメタク
リル酸フェニルを用いたため、比較例３に比べて、表面硬度や衝撃強度が悪化した。
【産業上の利用可能性】
【００８３】
　本実施形態の熱可塑性樹脂組成物を使用した成形体の利用に関しては、表面硬度及び透
明性を有し、耐衝撃性、耐熱性、難燃性の要求される用途に対して全般的に産業上利用可
能である。
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